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(57)【要約】
【課題】光透過性を有する陰極材料を用いた場合におい
ても、低い印加電圧で駆動し、しかも、発光スペクトル
の角度依存性がなく、発光効率が高い有機エレクトロル
ミネッセンス素子およびその製造方法を提供する。
【解決手段】透明基板１上に、陽極層２と、少なくとも
一層の発光層を有する発光ユニット３と、陰極層４とが
積層されており、前記陽極層２、前記発光ユニット３お
よび前記陰極層４がいずれも、光透過性を有し、前記陰
極層４が、少なくとも電子受容性物質を含む第１の電荷
発生層４ａと、陰極４ｃとを含む積層構成からなる有機
エレクトロルミネッセンス素子を、前記陰極４ｃを対向
ターゲット型スパッタ法により形成することにより作製
する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明基板上に、陽極層と、少なくとも一層の発光層を有する発光ユニットと、陰極層と
が積層されてなる有機エレクトロルミネッセンス素子において、
　前記陽極層、前記発光ユニットおよび前記陰極層がいずれも、光透過性を有し、
　前記陰極層が、少なくとも電子受容性物質を含む第１の電荷発生層と、陰極とを含む積
層構成からなることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項２】
　前記陰極層は、前記第１の電荷発生層と前記陰極との間に金属酸化物層を備えているこ
とを特徴とする請求項１記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項３】
　前記陰極が仕事関数４．０ｅＶ以上の金属からなることを特徴とする請求項１または２
記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項４】
　前記金属酸化物層が、モリブデン酸化物、バナジウム酸化物およびタングステン酸化物
のうちのいずれかからなることを特徴とする請求項２または３記載の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子。
【請求項５】
　前記発光ユニットが、第２の電荷発生層を介して直列に複数層接続されたマルチフォト
ン構造であることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の有機エレクトロルミネッ
センス素子。
【請求項６】
　前記陽極層側または前記陰極層側のいずれか一方から光が取り出され、該光取り出し側
とは反対側に位置する陰極層または陽極層の外側に、光拡散反射層を備えていることを特
徴とする請求項１～５のいずれかに記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の有機エレクトロルミネッセンス素子を製造する方法に
おいて、対向ターゲット型スパッタ法により、前記陰極層の陰極を形成することを特徴と
する有機エレクトロルミネッセンス素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、照明に好適に用いることができる光透過性を有する有機エレクトロルミネッ
センス（ＥＬ）素子およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機ＥＬ素子は、有機化合物を発光材料とする自己発光型素子であり、高速度での発光
が可能であるため、動画の表示に好適であり、また、素子構造が簡単でディスプレイパネ
ルの薄型化が可能である等の特性を有している。このような優れた特性を有していること
から、有機ＥＬ素子は、携帯電話や車載用ディスプレイとして、日常生活において普及し
つつある。
　さらに、近年では、上記のような薄型面発光という特長を活かして、次世代の照明とし
ても注目されている。
【０００３】
　一般的な有機ＥＬ素子は、一方の電極が金属からなる反射電極で形成されているため、
該反射電極とは反対側の電極から外側に、一方向に光を取り出す構造となっており、しか
も、鏡面になっている。
　このような有機ＥＬ素子においては、その構造上、デバイス内で光干渉の影響を受ける
ことは避けられず、外部への光の取り出し効率の低下および発光スペクトルの角度依存性
が大きくなる等の弊害を生じる。さらに、反射電極での光吸収も発光効率の低下を招いて
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いる。特に、マルチフォトン構造の素子においては、その影響が顕著である。
【０００４】
　これに対しては、従来から、従来の反射電極を透明電極で形成すること、さらに、拡散
反射により光を取り出す構造とすることにより、光干渉の影響を受けない有機ＥＬ素子を
構成することが可能であると考えられている（例えば、特許文献１，２参照）。
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－２３１０５４号公報
【特許文献２】特開２００７－２００５９７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、従来の素子構造のまま、単に、反射電極を透明電極に換えて形成した場
合、透明電極からの電子注入が困難であり、また、透明電極形成時のスパッタ等によるプ
ラズマダメージにより、陰極も透明電極で形成した素子においては、従来の反射電極を用
いたものと同等の素子特性を得ることができなかった。
【０００７】
　したがって、有機ＥＬ素子を、特に、照明等の光源として用いる場合において、有機Ｅ
Ｌ素子から外部への光の取り出し効率の向上を図ることができる手法が求められている。
【０００８】
　本発明は、上記技術的課題を解決するためになされたものであり、光透過性を有する陰
極材料を用いた場合においても、低い印加電圧で駆動し、しかも、発光スペクトルの角度
依存性がなく、発光効率が高い有機ＥＬ素子およびその製造方法を提供することを目的と
するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る有機ＥＬ素子は、透明基板上に、陽極層と、少なくとも一層の発光層を有
する発光ユニットと、陰極層とが積層されてなる有機ＥＬ素子において、前記陽極層、前
記発光ユニットおよび前記陰極層がいずれも、光透過性を有し、前記陰極層が、少なくと
も電子受容性物質を含む第１の電荷発生層と、陰極とを含む積層構成からなることを特徴
とする。
　このような素子構成によれば、両方の電極面から発光させることができ、発光ユニット
の設計変更を要することなく、外部への光の取り出し効率の向上を図ることができる。
【００１０】
　前記有機ＥＬ素子においては、前記陰極層は、前記第１の電荷発生層と前記陰極との間
に金属酸化物層を備えていることが好ましい。
　前記金属酸化物層は、透明電極形成時のプラズマダメージ緩和層としての役割を果たす
ものである。
【００１１】
　前記陰極は、前記第１の電荷発生層により、高電圧化が抑制されるため、仕事関数４．
０ｅＶ以上の金属で構成することができる。
【００１２】
　また、前記金属酸化物層は、モリブデン酸化物、バナジウム酸化物およびタングステン
酸化物のうちのいずれかからなることが好ましい。
【００１３】
　前記有機ＥＬ素子は、前記発光ユニットが、第２の電荷発生層を介して直列に複数層接
続されたマルチフォトン構造としてもよい。
【００１４】
　さらにまた、前記陽極層側または前記陰極層側のいずれか一方から光が取り出され、該
光取り出し側とは反対側に位置する陰極層または陽極層の外側に、光拡散反射層を備えて
いることが好ましい。
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　この光拡散反射層を設けることにより、発光ユニットの各層の構成材料の設計変更をし
なくても、角度依存性をなくし、光取り出し効率をより向上させることができ、また、発
光ユニットの各層の膜厚を最小限で構成することが可能となり、低電圧化が望める。
【００１５】
　また、本発明に係る有機ＥＬ素子の製造方法は、上記有機ＥＬ素子を製造する方法にお
いて、対向ターゲット型スパッタ法により、前記陰極層の陰極を形成することを特徴とす
る。
　対向ターゲット型スパッタ法によれば、発光ユニットの有機層に与えるプラズマダメー
ジを抑制することができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明に係る有機ＥＬ素子は、光透過性を有する陰極材料を用いた場合においても、低
い印加電圧で駆動し、しかも、発光スペクトルの角度依存性が抑制され、外部への光の取
り出し効率の向上を図ることができる。
　また、本発明に係る製造方法によれば、発光層を含む発光ユニットの構成材料を設計し
直さなくても、電極形成時に有機層等にダメージを与えることなく、光透過性を有する有
機ＥＬ素子を作製することができる。
　したがって、本発明に係る有機ＥＬ素子は、従来のディスプレイ用途のみならず、照明
等の光源用途においても、高演色性に優れた面発光体としての特性をより活用することが
可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明について、図面を参照しながら、より詳細に説明する。
　図１に、本発明に係る有機ＥＬ素子の層構成の一例を示す。図１に示す有機ＥＬ素子は
、透明基板１上に、陽極層２と、少なくとも一層の発光層を有する発光ユニット３と、陰
極層４とが積層されてなる有機ＥＬ素子である。
　そして、前記陽極層２、前記発光ユニット３および前記陰極層４が、いずれも、光透過
性を有している。すなわち、発光ユニット３で発光した光を、陽極層２側および陰極層４
側の両方から、取り出すことが可能である。
　さらに、前記陰極層４は、少なくとも電子受容性物質を含む第１の電荷発生層４ａと、
陰極４ｃとを含む積層構成からなる。
【００１８】
　前記陽極層２は、透明基板１上に、透明電極として、仕事関数が大きい（４．０ｅＶ以
上）電極材料により形成される。
　このような透明電極は、金、銀、ニッケル、パラジウム、白金等の金属等の薄膜により
形成することもできるが、一般には、酸化インジウム錫（ＩＴＯ）、酸化インジウム亜鉛
、酸化亜鉛等の金属酸化物が用いられ、特に、透明性や導電性等の観点から、ＩＴＯが好
適に用いられる。
　この透明電極の膜厚は、必要とされる光透過性の程度により異なるが、可視光の透過率
を、通常、６０％以上とすることが好ましく、より好ましくは、８０％以上とする。この
ような光透過性および導電性の確保のため、膜厚は、通常、５～１０００ｎｍ、好ましく
は、１０～５００ｎｍ程度とする。
　陽極の形成は、通常、ＣＶＤ法、スパッタ法、真空蒸着法等により行われ、透明導電性
薄膜として形成されることが好ましい。
【００１９】
　本発明に係る有機ＥＬ素子においては、前記陰極層４を構成する陰極４ｃも、前記陽極
層２と同様の透明電極として形成する。
　通常のボトムエミッション素子においては、前記陰極４ｃは、例えば、アルミニウム、
アルミニウム－リチウム合金、マグネシウム－銀合金等の仕事関数の小さい（４．０ｅＶ
以下）金属、合金、導電性化合物により構成されるが、本発明においては、透明電極とす
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るため、これらの従来の電極材料の金属等よりも仕事関数が大きい（４．０ｅＶ以上）電
極材料が用いられる。
　このため、従来の層構成では、陰極と発光ユニットの界面で注入障壁が形成され、上記
のような透明電極による陰極４ｃからの電子注入が困難であるため、本発明においては、
前記電荷発生層４ａを挿入し、該電荷発生層４ａからのキャリア注入により、高電圧化を
抑制する。
　なお、本発明において、陰極層４を構成する電荷発生層４ａを、マルチフォトン構造の
発光ユニット間に介在する電荷発生層（第２の電荷発生層）と区別する場合に、第１の電
荷発生層と言う。
【００２０】
　前記電荷発生層４ａは、少なくとも電子受容性物質を含むものであり、さらに、電子供
与性物質を含んでいてもよく、例えば、特許第３９３３５９１号公報に記載されているよ
うな構成を適用することができる。第２の電荷発生層についても、同様である。
　また、前記電子受容物質および電子供与性物質は、それぞれ、単一化合物であっても、
あるいはまた、混合物であってもよい。
　この電荷発生層５全体の膜厚は、通常、１ｎｍ以上２００ｎｍ以下であり、好ましくは
、５ｎｍ以上１００ｎｍ以下である。
【００２１】
　なお、前記ＩＴＯ等の金属酸化物による陰極４ｃの成膜は、ＣＶＤ法や真空蒸着法では
、基板が高温に曝されるため、発光ユニット３または前記陰極層４の有機材料からなる電
荷発生層５にダメージを与えることとなる。イオンプレーティング法でも、イオン衝撃に
よる発光ユニット３等へのダメージは大きい。また、スパッタ法でも、通常の反応性スパ
ッタ法やマグネトロンスパッタ法では、放電に伴う荷電粒子（電子、イオン）やラジカル
酸素が発生し、既に基板上に形成されている発光ユニット３または前記陰極層４の有機材
料からなる電荷発生層４ｂにダメージを与え、有機ＥＬ素子が高電圧化する。
　このため、既に発光ユニット３等が形成されている基板上に陰極４ｃを成膜する場合に
は、上記のような熱やプラズマ等によるダメージを低減させるため、対向ターゲット型ス
パッタ法により行うことが好ましい。
【００２２】
　さらに、対向ターゲット型スパッタ法により、前記陰極４ｃを形成する際に、発光ユニ
ット３または前記陰極層４の有機材料からなる電荷発生層４ａに与えるプラズマダメージ
を抑制するために、前記発光ユニット３等の上に金属酸化物層４ｂをダメージ緩和層とし
て形成しておくことが好ましい。
　このようなスパッタダメージ緩和層としての役割を果たす金属酸化物層６は、例えば、
モリブデン酸化物、バナジウム酸化物、タングステン酸化物等により形成されることが好
ましい。具体的には、三酸化モリブデン（ＭｏＯ3）、五酸化バナジウム（Ｖ2Ｏ5）等が
挙げられる。
　この金属酸化物層４ｂの膜厚は、上記のようなスパッタ緩衝層としての効果を奏する程
度であれば足り、光透過性確保の観点からは、できる限り薄いことが好ましく、１ｎｍ以
上１００ｎｍ以下であることが好ましい。
【００２３】
　本発明に係る有機ＥＬ素子の構成要素のうち、透明基板１は、有機ＥＬ素子の支持体か
つ発光面となるため、光透過率は８０％以上であることが好ましく、より好ましくは、９
０％以上である。
　前記透明基板としては、一般に、ＢＫ７、ＢａＫ１、Ｆ２等の光学ガラス、石英ガラス
、無アルカリガラス、ホウケイ酸ガラス、アルミノケイ酸ガラス等のガラス基板、ＰＭＭ
Ａ等のアクリル樹脂、ポリカーボネート、ポリエーテルスルホネート、ポリスチレン、ポ
リオレフィン、エポキシ樹脂、ポリエチレンテレフタレート等のポリエステル等のポリマ
ー基板が用いられる。
　前記基板の厚さは、通常、０．１～１０ｍｍ程度のものが用いられるが、機械的強度、
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重量等を考慮して、０．３～５ｍｍであることが好ましく、０．５～２ｍｍであることが
より好ましい。
【００２４】
　また、本発明に係る有機ＥＬ素子における発光ユニット３は、少なくとも一層の発光層
を有するものであれば、単層でも複層でもよく、公知の有機ＥＬ素子の層構造とすること
ができる。前記発光ユニット３の具体的な層構造としては、発光層のみ、正孔輸送層／発
光層、発光層／電子輸送層、正孔輸送層／発光層／電子輸送層等の構造が挙げられる。
　さらに、正孔注入層、正孔輸送発光層、正孔阻止層、電子注入層、電子輸送発光層等を
も含む公知の積層構造とすることもできる。
【００２５】
　前記発光ユニット３の各層を構成する材料は、特に制限されるものではなく、公知のも
のを用いることができ、低分子系または高分子系のいずれであってもよい。
　これらの各層の形成は、真空蒸着法、スパッタリング法等などの乾式法、インクジェッ
ト法、キャスティング法、ディップコート法、バーコート法、ブレードコート法、ロール
コート法、グラビアコート法、フレキソ印刷法、スプレーコート法等の湿式法により行う
ことができる。好ましくは、真空蒸着により成膜する。
　また、前記各層の膜厚は、各層同士の適応性や求められる全体の層厚さ等を考慮して、
適宜状況に応じて定められるが、通常、５ｎｍ～５μｍの範囲内であることが好ましい。
　上記のように、本発明においては、発光ユニットの層構成および構成材料は、改めて設
計し直す必要はなく、従来の素子構成および形成方法を適用することができる。
【００２６】
　前記有機ＥＬ素子は、前記発光ユニットが、第２の電荷発生層を介して直列に複数層接
続されたマルチフォトン構造にも適用することができる。
　反射電極を備えた鏡面素子の場合は、光干渉の影響を受け、取り出せる光量に限界があ
り、特に、マルチフォトン構造ではその影響が顕著である。
　これに対して、マルチフォトン構造の透明素子と光拡散反射層とを組み合わせることに
より、光干渉の影響をより抑制することができ、長寿命で高効率な有機ＥＬ素子の作製が
可能となる。
【００２７】
　また、前記有機ＥＬ素子は、陽極層２または陰極層４のいずれか一方の外側に、光拡散
反射層を設けてもよい。
　前記光拡散反射層を設けると、前記陽極層２側または前記陰極層４側のいずれか一方か
らのみ光が取り出されるような構成となるが、光取り出しのために必要な発光ユニットの
各層の膜厚を最小で構成することが可能となり、低電圧化が望める。また、スペクトルの
角度依存性がなくなり、光の取り出し効率の向上を図ることができる。
【００２８】
　前記光拡散反射層は、前記陽極層２（または陰極層４）と直接接するように設けること
が好ましい。
　両者の間に、前記陽極層２（または陰極層４）より屈折率の低い樹脂等の封止部材や空
気層が存在すると、発光ユニットで発光した光のうち、前記陽極層２（または陰極層４）
と封止部材または空気との屈折率差で生じる全反射成分の大半が外部へ取り出されない。
　このため、光の取り出し効率をより向上させる観点から、光拡散反射層への入射光ロス
を低減させるために、陽極層２（または陰極層４）と屈折率の高い光拡散反射層とを直接
積層させることが好ましい。
【００２９】
　前記光拡散反射層は、例えば、酸化チタン、酸化アルミニウム、硫酸バリウム、ゼオラ
イト等の単体粒子またはこれらの混合物を分散させた液体、樹脂、ゲル等を塗布すること
により形成することができる。
　そして、このような光拡散反射層を基板に塗布または印刷したものと、有機ＥＬ素子の
残りの素子構造部との真空貼り合わせにより、有機ＥＬ素子パネルを作製することができ
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る。
　前記光拡散反射層の膜厚は、光の拡散反射の効果が得られる厚さがあれば十分であり、
１μｍ以上１ｍｍ以下であることが好ましい。
【実施例】
【００３０】
　以下、本発明を実施例に基づきさらに具体的に説明するが、本発明は下記の実施例によ
り制限されるものではない。
［実施例１］
　以下の方法により、図１に示すような層構成からなる有機ＥＬ透明素子を作製した。
（透明基板１・陽極層２）
　まず、パターニング済みの透明導電膜（ＩＴＯ）が膜厚３００ｎｍで成膜されたガラス
基板を、純水と界面活性剤による超音波洗浄、純水による流水洗浄、純水とイソプロピル
アルコールの１：１混合溶液による超音波洗浄、イソプロピルアルコールによる煮沸洗浄
の順で洗浄処理した。この基板を沸騰中のイソプロピルアルコールからゆっくり引き上げ
、イソプロピルアルコール蒸気中で乾燥させ、最後に、紫外線オゾン洗浄を行った。
　この基板を陽極１とし、真空チャンバ内に配置し、１×１０-6Ｔｏｒｒまで真空排気し
、該真空チャンバ内には、蒸着材料をそれぞれ充填した各モリブデン製ボートと、所定の
パターンで成膜するための蒸着用マスクを設置しておき、前記ボートを通電加熱し、蒸着
材料を蒸発させることにより、順次、発光ユニット３、陰極層４の電荷発生層５および金
属酸化物層６の成膜を行った。
【００３１】
（発光ユニット３）
　前記基板上に、三酸化モリブデン（ＭｏＯ3）を膜厚５ｎｍで成膜し、正孔注入層を形
成した。
　次に、正孔輸送性材料としてＮＳ－２１（新日鉄化学株式会社製）を用い、ＭｏＯ3と
ともに、各ボートを同時に通電加熱して、共蒸着した。ＮＳ２１：ＭｏＯ3＝９０：１０
を膜厚２０ｎｍで成膜し、さらに、ＮＳ２１を膜厚５ｎｍで成膜し、正孔輸送層を形成し
た。
　そして、発光層は、白色発光素子となるように、ＮＳ２１：ＥＹ５２（e-Ray Optoelec
tronics Technology社（以下、e-Ray社という）製）＝９８．７：１．３を膜厚２０ｎｍ
で成膜し、さらに、ＥＢ４３（e-Ray社製）：ＥＢ５２（e-Ray社製）＝９８．８：１．２
を膜厚３０ｎｍで成膜して形成した。
　前記発光層の上に、ビス（２－メチル－８－キノリノラート）（ｐ－フェニルフェノラ
ート）アルミニウム（ＢＡｌｑ）を膜厚５ｎｍで成膜し、正孔阻止層を形成した。
【００３２】
（陰極層４）
　電子供与性物質としてＬｉｑを用い、ＤＰＢ：Ｌｉｑ＝７５：２５を膜厚３５ｎｍで成
膜し、その上に、アルミニウム（Ａｌ）を膜厚１．５ｎｍで成膜し、さらに、電子受容性
物質としてＭｏＯ3を用い、ＮＳ２１：ＭｏＯ3＝７５：２５を膜厚１０ｎｍで成膜して、
電荷発生層４ａを形成した。
　その上に、金属酸化物層４ｂとして、ＭｏＯ3を膜厚５ｎｍで成膜した。
　そして、陰極４ｃとして、ＩＴＯを対向ターゲット型スパッタ法により膜厚１００ｎｍ
で成膜した。
　これを、ＵＶ硬化樹脂を用いて、別のガラス板により封止し、透明素子を得た。
【００３３】
　この素子の層構成を簡略化して示すと、ＩＴＯ（３００ｎｍ）／ＭｏＯ3（５ｎｍ）／
ＮＳ２１：ＭｏＯ3（１０ｎｍ，９０：１０）／ＮＳ２１（５ｎｍ）／ＮＳ２１：ＥＹ５
２（２０ｎｍ，９８．７：１．３）／ＥＢ４３：ＥＢ５２（３０ｎｍ，９８．８：１．２
）／ＢＡｌｑ（５ｎｍ）／ＤＰＢ：Ｌｉｑ（３５ｎｍ，７５：２５）／Ａｌ（１．５ｎｍ
）／ＮＳ２１：ＭｏＯ3（１０ｎｍ，７５：２５）／ＭｏＯ3（５ｎｍ）／ＩＴＯ（１００
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ｎｍ）である。
【００３４】
［比較例１］
　反射電極Ａｌを備えた従来の鏡面構造のボトムエミッション素子を作製した。
　実施例１において、陰極層の電荷発生層をＤＰＢ：Ｌｉｑ（３５ｎｍ，７５：２５）の
みとし、金属酸化物層を形成せずに、真空チャンバを真空に保ったまま、マスクを交換し
、陰極蒸着用のマスクを設置し、Ａｌを膜厚６０ｎｍで成膜し、陰極を形成した。
　それ以外は、実施例１と同様にして、鏡面素子を作製した。
【００３５】
　この素子の層構成を簡略化して示すと、ＩＴＯ（３００ｎｍ）／ＭｏＯ3（５ｎｍ）／
ＮＳ２１：ＭｏＯ3（１０ｎｍ，９０：１０）／ＮＳ２１（５ｎｍ）／ＮＳ２１：ＥＹ５
２（２０ｎｍ，９８．７：１．３）／ＥＢ４３：ＥＢ５２（３０ｎｍ，９８．８：１．２
）／ＢＡｌｑ（５ｎｍ）／ＤＰＢ：Ｌｉｑ（３５ｎｍ，７５：２５）／Ａｌ（６０ｎｍ）
である。
【００３６】
［比較例２］
　実施例１の透明電極ＩＴＯ（１００ｎｍ）を反射電極Ａｌ（６０ｎｍ）に換えて、それ
以外は、実施例１と同様にして、鏡面素子を作製した。
　この素子の層構成を簡略化して示すと、ＩＴＯ（３００ｎｍ）／ＭｏＯ3（５ｎｍ）／
ＮＳ２１：ＭｏＯ3（１０ｎｍ，９０：１０）／ＮＳ２１（５ｎｍ）／ＮＳ２１：ＥＹ５
２（２０ｎｍ，９８．７：１．３）／ＥＢ４３：ＥＢ５２（３０ｎｍ，９８．８：１．２
）／ＢＡｌｑ（５ｎｍ）／ＤＰＢ：Ｌｉｑ（３５ｎｍ，７５：２５）／Ａｌ（１．５ｎｍ
）／ＮＳ２１：ＭｏＯ3（１０ｎｍ，７５：２５）／ＭｏＯ3（５ｎｍ）／Ａｌ（６０ｎｍ
）である。
　図２に、この素子のスペクトルの角度依存性を評価した結果のグラフを示す。
【００３７】
　電流密度１００Ａ／ｍ2時の各素子の電圧は、実施例１の素子は３．７Ｖであり、比較
例１の素子が３．８Ｖ、比較例２の素子が３．４Ｖであった。
　このことから、実施例１の素子構成により、透明素子でも、従来の鏡面素子と同等の電
圧上昇が抑制された透明素子が得られることが認められた。
【００３８】
［実施例２］
　実施例１で作製した透明素子の陰極層のＩＴＯ（１００ｎｍ）上に、酸化チタン（関東
化学株式会社製　アナターゼ型：粒径０．１～０．３μｍ）とフッ素系オイル（ダイキン
工業株式会社製　デムナムＳ－２０）を低露点中で脱水・混練脱泡したものを直接塗布し
、膜厚２００μｍの光拡散反射層を形成した。
　これを、ＵＶ硬化樹脂を用いて、別のガラス板により封止し、有機ＥＬ素子を得た。
　図３に、この素子のスペクトルの角度依存性を評価した結果のグラフを示す。
【００３９】
　図２，３の比較から明らかなように、光拡散反射層を設けた場合（実施例２、図２）は
、スペクトルの角度依存性が抑制され、あらゆる角度からでも同じ色に見えることが認め
られた。
　また、電流密度１００Ａ／ｍ2での外部量子効率は、鏡面素子（比較例２）では、４．
４％であったのに対して、透明素子に光拡散反射層を形成した場合（実施例２）は、５．
０％であり、光を外部に取り出す効率が向上することが認められた。
【００４０】
［実施例３］
　実施例１と同様の手法により、各電極層および発光ユニットを形成し、第２の電荷発生
層を介して、発光ユニットを４ユニット積層させ、さらに、実施例２と同様な手法で光拡
散反射層を形成し、マルチフォトン構造の有機ＥＬ素子を作製した。
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　前記第２の電荷発生層は、電子供与性物質としてＬｉｑを用い、ＤＰＢ：Ｌｉｑ＝７５
：２５を膜厚１７ｎｍで成膜し、その上に、アルミニウム（Ａｌ）を膜厚０．５ｎｍで成
膜し、さらに、電子受容性物質としてＭｏＯ3を単独で膜厚２ｎｍで成膜して、各ユニッ
ト間に形成した。
　この素子の層構成を簡略化して示すと、ＩＴＯ（３００ｎｍ）／ＭｏＯ3（５ｎｍ）／
／第１ユニット（青）［ＮＳ２１（１５ｎｍ）／ＥＢ４３：ＥＢ５２（３０ｎｍ，９８．
８：１．２）／ＢＡｌｑ（５ｎｍ）］／／ＤＰＢ：Ｌｉｑ（１７ｎｍ，７５：２５）／Ａ
ｌ（０．５ｎｍ）／ＭｏＯ3（２ｎｍ）／／第２ユニット（黄＋青）［ＮＳ２１（１５ｎ
ｍ）／ＮＳ２１：ＥＹ５２（２０ｎｍ，９８．７：１．３）／ＥＢ４３：ＥＢ５２（３０
ｎｍ，９８．８：１．２）／ＢＡｌｑ（５ｎｍ）］／／ＤＰＢ：Ｌｉｑ（１７ｎｍ，７５
：２５）／Ａｌ（０．５ｎｍ）／ＭｏＯ3（２ｎｍ）／／第３ユニット（緑）［ＮＳ２１
（１５ｎｍ）／Ａｌｑ3：Ｃ５４５ｔ（３０ｎｍ，９８．５：１．５）／ＢＡｌｑ（５ｎ
ｍ）］／ＤＰＢ：Ｌｉｑ（１７ｎｍ，７５：２５）／Ａｌ（０．５ｎｍ）／ＭｏＯ3（２
ｎｍ）／／第４ユニット（赤）［ＮＳ２１（１５ｎｍ）／ＢＡｌｑ：Ｉｒ（ｐｉｑ）3（
３０ｎｍ，９０：１０）］／／ＤＰＢ：Ｌｉｑ（１７ｎｍ，７５：２５）／Ａｌ（０．５
ｎｍ）／ＭｏＯ3（５ｎｍ）／ＩＴＯ（１００ｎｍ）／光拡散反射層（２００μｍ）であ
る。
　図４に、この素子のスペクトルの角度依存性を評価した結果のグラフを示す。
【００４１】
［比較例３］
　実施例３の陰極層の電荷発生層をＤＰＢ：Ｌｉｑ（１７ｎｍ，７５：２５）のみとし、
金属酸化物層を形成せず、また、透明電極ＩＴＯ（１００ｎｍ）に換えて反射電極Ａｌ（
６０ｎｍ）に換えて、陰極を形成し、それ以外は、実施例３と同様にして、発光ユニット
を４ユニット備えたマルチフォトン構造の鏡面素子を作製した。
　図５に、この素子のスペクトルの角度依存性を評価した結果のグラフを示す。
【００４２】
　上記実施例３および比較例３におけるマルチフォトン構造の素子と、各ユニットごとに
作製した光拡散反射層を備えた素子について、電流密度１００Ａ／ｍ2での外部量子効率
の評価結果を表１に示す。
【００４３】
【表１】

【００４４】
　表１に示したように、マルチフォトン構造の透明素子に光拡散反射層を形成した場合（
実施例３）、外部量子効率は、発光ユニットのほぼ段数倍（各ユニットの合計）となるこ
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　また、図４，５の比較から明らかなように、光拡散反射層を設けた場合（実施例３、図
４）は、スペクトルの角度依存性が抑制されることが認められた。
【００４５】
［実施例４］
　実施例３の発光ユニットの第１～第４ユニットの積層順序を逆にして、第４ユニットか
ら積層し、それ以外は、実施例３と同様にして、発光ユニットを４ユニット備えたマルチ
フォトン構造の鏡面素子を作製した。
　図６に、この素子のスペクトルの光束密度（積分スペクトル）を評価した結果のグラフ
を、実施例３と併せて示す。
【００４６】
　この素子の電流密度１００Ａ／ｍ2での外部量子効率は２５．１％であり、実施例３の
素子よりも高いことが認められた。
　また、図６から明らかなように、実施例３の発光ユニットを逆に積層させた場合（実施
例４）、特に、長波長成分の光取り出し量が大きくなることが認められた。これは、光拡
散反射層と波長の異なる光を発する各発光ユニットとの間の距離に依存するものであり、
いわゆるキャビティ効果に基づくものと考えられる。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】本発明に係る有機ＥＬ素子の層構成を模式的に示した断面図である。
【図２】比較例２の有機ＥＬ素子のスペクトルの角度依存性の評価結果のグラフである。
【図３】実施例２の有機ＥＬ素子のスペクトルの角度依存性の評価結果のグラフである。
【図４】実施例３の有機ＥＬ素子のスペクトルの角度依存性の評価結果のグラフである。
【図５】比較例３の有機ＥＬ素子のスペクトルの角度依存性の評価結果のグラフである。
【図６】実施例３，４の有機素子のスペクトルの光束密度（積分スペクトル）の評価結果
のグラフである。
【符号の説明】
【００４８】
　１　　　　　透明基板
　２　　　　　陽極
　３　　　　　発光ユニット
　４　　　　　陰極層
　４ａ　　　　電荷発生層
　４ｂ　　　　金属酸化物層
　４ｃ　　　　陰極
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